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光ファイバ（FTTH)市場における

事業者間競争に関する問題分析（概要）

　日本のブロードバンド市場は、DSLを中心に低廉な接続料の設定等によってサービスベース競争が進展し発展・拡大していったが、近年、DSLからFTTHへのマイグレーション（移行）を背景にFTTH市場においてNTT東西の市場シェアが高まり、サービスベース競争の進展が滞る状況にある。本稿は、FTTH市場の現状に鑑み、(1)FTTH市場においてDSL市場に比較してサービスベース競争が進展していない要因、(2)FTTH収支の赤字や光ファイバ設備に対する開放義務の適用にも関わらず、NTT東西が光ファイバ投資を積極的に行っている要因について分析した。

　FTTHのサービスベース競争の阻害要因の候補としては、①接続料の水準、②最大8ユーザーを収容可能な1芯線単位での接続料が設定されるという接続条件、③ロックイン効果に伴うNTT東西ADSLユーザーのNTT東西FTTHへの移行等が候補として考えられるが、ロックイン効果はNTT東西のシェア拡大の要因ではあるものの、競争を阻害するとまでは言えず、接続料水準や接続条件といった接続の供給構造が主たるサービスベース競争の阻害要因と結論した。
　NTT東西の光ファイバ投資インセンティブについて、FTTH収支が赤字であるにも関わらず投資に積極的である理由として、FTTH市場の競争においては、スイッチングコストの存在によりロックイン効果が生じやすいため、NTT東西は新規加入者を先に獲得して長期的な利潤を得る戦略を採用していると結論した。また、開放義務の適用にも関わらずNTT東西が投資に積極的であることに関して、接続の供給構造によってサービスベース競争が阻害されている現状により、NTT東西の投資インセンティブが確保されている面があることを指摘した。
　今後の分析の候補として、例えば、(1)複数のサービスベース競争の阻害要因のそれぞれの要素が、実際にどの程度サービスベース競争に負の効果を与えているのか、(2)接続の供給構造の改善が実際にどの程度NTT東西の光ファイバ投資に負の効果を与えるのか等につき実証分析を行うことが考えられる。
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はじめに

　2000年以来の相互接続ルールの整備と事業者間競争の進展によって、DSL
を中心に日本のブロードバンドサービスは著しく普及し、その料金水準と通信速度において世界でトップの位置を占めている。また、ブロードバンドサービスにおいて中心的役割を占めてきたDSLにおけるNTT東西のシェアは４割前後と他の通信サービスに比較して低く、事業者間競争進展の証左と言えるものだった。

　しかし、以下で見るように、近年、ブロードバンドサービス需要がDSLからFTTH
にシフトするに従い、FTTH市場におけるNTT東西のシェアは７割近くに達し、特にサービスベース競争に関しDSLに比較して事業者間の競争進展が見られなくなった。

　このようなNTT東西によるFTTHシェア拡大の背景には、NTT東西による積極的な加入者系光ファイバ投資が挙げられる。2004年の中期経営計画において、NTTグループは2010年までに5兆円をアクセス回線の光化に投資し、3,000万の加入者がFTTHサービス・NGNサービスを利用できるようにするという目標を掲げた。他方、NTT東西のFTTHサービス（Bフレッツ）の赤字は拡大しており、またNTT東西に対しては、光ファイバ設備を含め、他事業者に比較して一層厳しい接続ルールが法的に課されている。

　本稿では、以下2点につき主に定性的な観点から分析を行うとともに、当該分析を通じて、後期「解決策分析編」に向け具体的に対象を絞り込むこととする。

(a)　何故、DSL市場に比較して、FTTH市場では事業者間競争（サービスベース競争）が進展しないのか。

(b)　何故、NTT東西は、FTTHサービスの赤字や接続ルールの義務化にも関わらず、光ファイバ投資に積極的なのか。

　まず第１章でブロードバンド市場の現状等を簡単に概観した後、第２章で上記問題(a)について、第３章で上記問題(b)について分析を行なう。最後に、第４章で今回の分析の政策的な含意を探った上で、後期の分析に向け問題を絞り込むこととする。

第1章　市場と制度の現状

本章では、分析の前提となる情報を整理すべく、日本のブロードバンド市場の現況について、2つの競争概念（設備ベース競争とサービスベース競争）を用いつつ概観し、次章以降の分析の対象となる問題の設定を行うこととする。
1.1　ブロードバンド市場の現況

図表１にあるとおり、06年12月末時点で、ブロードバンドサービス（CATV、DSL，FTTH）全体の加入者数は2,574万に達し、その内訳はDSL55％、FTTH31％、CATV14％となっており、市場全体としては年々拡大している。

また、近年、DSL契約数の増加率は徐々に失速しており、06年12月末に純減に転じている（06年9月末1,439万→12月末1,423万）。その一方で、FTTH加入者数はこの4年間で順調に増加している。後で見るように、ブロードバンドサービスの需要は、DSLから、より高速かつ安定的なインターネット接続を提供するFTTHに移行（マイグレーション）していると考えられ、今後のブロードバンドサービスの普及をFTTHが牽引すると考えられる。
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次にDSLとFTTHの事業者シェアを比較してみよう。図表２及び図表３はそれぞれDSL市場、FTTH市場における事業者別の契約者数シェアである。
まずDSLにおいてNTT東西合計シェアは38.5％にとどまる一方、ソフトバンクが36.3％、その他2事業者が１０％前後のシェアを有しており、ソフトバンク、NTT東西を中心に複数事業者間の競争がなされていることが伺える。このようにDSL市場で競争が進展した要因として、低廉な接続料でのNTT東西のメタル設備の開放が進み、ソフトバンクが価格破壊的なユーザー料金を設定して市場に参入したことが大きい
。
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一方でFTTH市場では、DSL市場に比較して、NTT東西による市場シェア拡大が進行している。NTT東西合計シェアは67.5%にのぼり、しかも年々拡大傾向にある。NTT東西に対抗するサービス提供者は電力系事業者であるが、その市場シェアは14.5%とDSLにおけるソフトバンクほどのシェアを有していない。
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1.2　設備ベース競争とサービスベース競争

電気通信市場における競争形態として、大きく分けて「設備ベース競争」及び「サービスベース競争」が挙げられる。以下FTTHの例に即して２つの概念を整理した後、どちらのタイプの競争がFTTH市場では進行しているのか（あるいは進展していないのか）を考察する。
設備ベース競争とは回線の敷設を自ら行う事業者間の競争である。FTTHサービスの文脈では、NTT東西や電力系事業者等はそれぞれ独立して自社で光ファイバ設備への投資を行って回線を敷設し、各々のFTTHサービスを利用者に提供している。この結果、例えば関西地域においては、NTT西日本の「Ｂフレッツ」と電力系事業者ケイ・オプティコムの「eo光」の間で競争が起こっており、このような形態の競争が設備ベース競争に該当する。ここで注意すべきは、NTT東西も電力系事業者もお互いの事業者のネットワークを使用しないため、他事業者への接続料の支払いは一切行なっていないことである。
一方「サービスベース競争」とは、自らの回線設備を所有しない事業者と回線設備を所有する事業者間の競争及び回線設備を所有しない事業者間の競争を言う。再びFTTHサービスに即して具体的に考えると、ソフトバンクは自ら設置した加入者系光ファイバ設備を所有していないため、NTT東西へ接続料を支払うことによりNTT東西の加入者系光ファイバ設備を借りてFTTHサービスを提供している
。他方、NTT東西は自社所有の光ファイバ設備によりFTTHサービスを提供する。この結果、FTTH市場においてソフトバンクの「Yahoo光」とNTT東西の「Bフレッツ」の間で競争が生じることになり、このような競争が「サービスベース競争」に該当する。
FTTH市場における設備ベース競争に着目すれば、図表３より、自ら光ファイバを整備する電力系事業者、Usenのシェアは計20％強あり、FTTH市場においては設備ベースの競争は一定程度進んでいると考えられる。

さらに地域別に設備ベース競争の進展度合いを見てみよう。図表４は、NTT東西による光ファイバの都道府県別の回線シェア（抜粋）である。NTT東西による光ファイバの設備整備率は全国平均で78.6%であるが、関西圏では全国平均を大きく下回る県が多く（滋賀、奈良、和歌山、兵庫、京都、大阪）、このうち滋賀・奈良では50％を下回っている。これらの地域は大都市又は大都市に隣接する需要の見込める区域でありNTT西日本が相当の光ファイバ投資を行っていることに鑑みれば、NTT西日本の回線シェアが当該地域において全国平均に比較し低くなっていることは、競争事業者もNTT西日本に対抗しうるだけの光回線敷設を行っていると考えられる。よって、関西圏では設備ベースの競争が特に進展していると考えられる
。

他方、FTTH市場におけるサービスベース競争に注目すれば、図表３より、「その他」の事業者が11％程度であり、サービスベース競争は設備ベース競争ほど進展していないことが分かる。特にDSL市場における競争のほぼ全てがサービスベース競争であった
ことに鑑みれば、今後FTTHの競争を促進するためには、サービスベース競争の進展も必要となってくると考えられる。
図表４　NTT東西による光ファイバの都道府県別の回線シェア（抜粋）
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なお、設備ベース競争とサービスベース競争のいずれが社会厚生上望ましいかという点については、経済学者の間でも議論が分かれている。依田(2007)は、コンポネント・モデルを用いて、理論上、設備ベース競争の方がサービスベース競争よりも社会厚生が高いことを指摘している
。その一方で、設備ベース競争は、複数の事業者による設備構築は2重投資を招来し社会厚生を悪化させるとする立場もある
。

なお、総務省は、「新競争促進プログラム2010」等において設備ベース競争とサービスベース競争を両輪で進める方針を表明している。

いずれにせよ、本稿の分析はFTTHにおいて設備ベース競争とサービスベース競争のどちらが望ましいかの考察を主眼としていない。上記のとおり、DSL市場と比較した場合にFTTH市場でサービスベース競争が進展していない状況は明らかであり、本稿の関心は、当該状況が生じる要因を分析することにあることを明確にしておきたい。
1.3　NTT東西の光化投資について
　DSL市場で相対的に低かったNTT東西の市場シェアは、FTTH市場において拡大していることがわかった。では、現時点でNTT東西はFTTHサービスで利潤をあげていると言えるか。答えは否である。図表５－１は、NTT東西のデータ伝送サービス（フレッツADSL、Bフレッツの両サービスを含む）の収支状況を示しているが、NTT東西ともに3年連続で赤字になっており、赤字幅は年々大きくなっている。NTT東西が、DSLからFTTHに事業の中心をシフトしている状況を考えると、NTT東西のFTTH事業の収支は赤字であることが予想される。

図表５－１ NTT東西の特定電気通信役務以外の指定電気通信役務（データ伝送役務に限る）の収支状況
	単位：億円
	FY2004
	FY2005
	FY2006

	NTT東
	営業収益
	271
	343
	536

	
	営業費用
	356
	505
	715

	
	営業利益
	△85
	△162
	△180

	NTT西
	営業収益
	221
	263
	374

	
	営業費用
	331
	507
	637

	
	営業利益
	△109
	△243
	△263


（出典：日本電信電話株式会社の有価証券報告書より執筆者作成）

　NTT東西がFTTH市場における市場シェアを拡大するためには、FTTHサービスの提供エリア数を拡大する必要がある。NTT東西のアクセス回線の光化に対する投資額を見てみよう。図表５－２により、NTT東西はこの7年でアクセス網の光化に実に１．９兆円（東：8690億、西：1兆20億）を投資してきたことが分かる。
　また、2004年に発表されたNTTグループ中期経営戦略によれば、2010年までの固定系通信事業に対する投資額は累計5兆円で実施し、3,000万人の加入者が光アクセス、次世代ネットワークサービスを利用することを目標としている。加入者回線の光化に向け、NTT東西は今後も大規模な投資を行っていくことが予想される。
図表５－２　NTT東西のアクセス回線の光化投資額

	単位：億円
	FY2000
	FY2001
	FY2002
	FY2003
	FY2004
	FY2005
	FY2006

	NTT東
	700
	740
	860
	1,250
	1,430
	1,750
	1,960

	NTT西
	790
	900
	1,510
	2,080
	1,400
	1,740
	1,600


1.4　問題設定

　以上により、FTTH市場に関して以下のことが結論できる。

· DSL市場に比較して、NTT東西の市場シェアが拡大していること

· 設備ベース競争は一定程度（特に関西圏で）進展している一方、サービスベース競争は進展していないこと
· 現時点でNTT東西はFTTHサービスでは赤字であるが、比較的長期にわたり大規模な設備投資を行っていること

　上記を踏まえ、本稿では、以下の問題を分析対象としたい。

	(a)　何故、DSL市場に比較して、FTTH市場ではサービスベース競争が進展しないのか。(b)　何故、NTT東西は、光ファイバ投資に積極的なのか。


　問題(a)は、DSL市場とFTTH市場を比較した場合の分析視点である。DSL市場では、先ほども指摘したように、低廉な接続料によるメタル回線の他事業者への開放と価格破壊的な競争事業者の参入で競争が活発化した。何故これら２つの要素がFTTH市場で実現しないのであろうか。注意すべきは、NTT東西は、メタル回線設備と同様、光ファイバ設備についても他事業者に対して原価に照らし公正妥当な接続料等の条件で開放しなければならない法的義務を負っていることである（電気通信事業法第33条第4項）。NTT東西の不可欠設備との接続という同じ制度が適用されているにも関わらず、何故DSLでは競争が進み、FTTHでは進まないのか。
　問題(b)は、NTT東西のFTTH普及を加速させるインセンティブに関する問題設定である。NTT東西のFTTHサービス（Ｂフレッツ）の収支は赤字であり、しかも上記で述べたように、現行の法制は光ファイバに関しても開放義務が適用されている。つまり、NTT東西が大規模な投資を行って光ファイバ設備を敷設しても、他事業者が要請すれば一定の条件で接続に応じなければならない
。①FTTHの赤字、②接続制度という投資の阻害要因にも関わらず、NTT東西が積極的に投資を行うのは何故なのか。
　以下、第2章において問題(a)に関して、第3章において問題(b)に関して、分析を行う。
第２章　FTTH市場におけるサービスベース競争の阻害要因
第1章のとおり、DSL市場に比較して、FTTH市場におけるNTT東西の市場シェアは拡大傾向にあり、特にサービスベース競争が進展していない。他方、既に指摘したように、NTT東西の開放すべき設備（不可欠設備）の範囲に、メタル回線のみならず光ファイバ設備も含まれている。DSLサービスと同等の制度がFTTHサービスでも担保されているにも関わらず、サービスベース競争が進展しない理由は何なのか。
FTTH市場におけるサービスベース競争が進展していない要因として、競争事業者からの指摘や先行研究における議論等をまとめると主に以下のように整理できる。
(1)　DSLと比較して、接続料の水準が高い
(2)　DSLと比較して、接続の条件が異なる 
(3)　DSLからFTTHへの移行（マイグレーション）におけるロックイン効果
(4)　情報の非対称性（例えば、光ファイバ設備計画は、敷設者であるNTT東西しか知り得ない。）
(5)　手続の非対称性（例えば、NTT東西は当然ながら自社の局舎・電柱・管路等を自由に使用することができるが、他事業者は使用するのに諸手続が必要となる。）
(6)　固定電話やNTTグループを背景としたNTT東西の強大な営業力等

(4)～(6)のおいては、FTTHの提供に固有に発生しているとは言い難く、DSL市場においても指摘されていた点であるため、本稿の考察からは除き、以下では（1）～（3）について考察する。

2.1　接続料の水準
現行の加入者系光ファイバ接続料は１芯占有型で5,074円である。当該接続料は、図表６のとおり、2001～2007年度までの7年間の予測需要・費用に基づき計算（将来原価方式）によって算出されている。一方、DSL接続料は、１回線あたり約100円（電話重畳）、1300～1400円（電話非重畳）程度である。DSLに比べ高いFTTHの接続料がサービスベース競争を阻害していると考えることは可能である。
上記議論は、接続料の水準がサービスベース競争の進展を左右するという直観的な議論を前提としている。しかし、経済理論上、高い接続料水準がサービスベース競争を阻害するとは必ずしも結論できない。Sappington
(2005)は、競争事業者が既存事業者から接続料を支払って設備を借りる場合、競争事業者の利潤は接続料には全く関係なく決定されることを示している。もっとも、この結論は、最終消費財の需要が価格に対して非弾力的である（消費者は必ず既存事業者か競争事業者のいずれか一方から最終消費財を購入する）という前提から導かれる。すなわち、この理論モデルでは、接続料が上昇すれば利用者料金は上昇するが、需要は減少しないことになっているため、競争事業者の利潤は接続料の水準には影響を受けないことになる。
他方、依田(2007)の実証分析によれば、FTTHサービスの需要の価格弾力性は３．２であり弾力的である
。つまり、加入者系光ファイバ接続料の上昇に伴いFTTH価格が上昇すれば、FTTHの需要は減少し、競争事業者の収入（ひいては利潤）が減少すると考えられる
。よって、日本のFTTH市場においてSappingtonの理論モデルにおける前提がそのまま当てはまるとは考え難い。
　以下、FTTHサービス需要は弾力的であり、高い水準の接続料はサービスベース競争の阻害要因になり得るとの前提に立って議論を進める。加入者系光ファイバ接続料（5,074円）とDSL接続料（100円ないし1,300円）を単純比較すれば、FTTHの接続料は非常に高い水準にあると言える。しかしここで若干注釈が必要である。第1に、5,074円は1芯線単位で設定されている接続料であり、必ずしも1加入者あたりの接続料ではない（他方DSLの接続料は1加入者あたりの接続料）。すなわち、光ファイバの1芯線には最大8ユーザーの収容が可能（1芯線は最大8分岐する）
であり、1加入者あたりの接続料は、理論的には5,074円÷8＝634円まで低廉化する。
　第2に、完成されたメタル回線ネットワークを前提とするDSLサービスと、現在投資が進むFTTHサービスとは必ずしも同列に扱うことはできない。NTT東西が現状で加入者系光ファイバに投資を行っている以上、投資コストと適正利潤を回収できないような接続料の設定は、生産者余剰を減少させ、ひいてはNTT東西の投資インセンティブも失わせる。NTT東西が設備投資を行わなくなれば、FTTHサービスの需要が満たされなくなることになり、消費者余剰も悪化するであろう。
第3に、NTT東西は現行の5,074円の接続料に関して、図表６のように「算定期間の半分以上の期間が経過した現時点において、実績コストと予測コストとの間に大幅な乖離が生じており、料金算定期間内に適正なコスト回収をすることが困難」
と主張している。現時点でのNTT東西の加入者系光ファイバ敷設に係る実績コストが入手できないため、現時点で現行の接続料の水準が適正かどうかは明らかではないが、少なくとも05年時点ではNTT東西の主張によれば、5,074円の接続料設定の前提となる予測コストは、実績コストをかなり下回ることが図表６から読み取れる。
以上、総合すれば、加入者系光ファイバの接続料は、DSL接続料に比較すれば高く、接続料の低廉化はサービスベース競争進展の観点から望ましい。光ファイバの耐用年数等の見直し
で今後加入者系光ファイバの接続料が下がる余地はあると考えられるが、現状で1芯線あたりDSL並みの水準に接続料が設定されることは、NTT東西による適正報酬と資本コストの回収を前提にする限りは難しいと考えられる。
図表６　加入者系光ファイバの接続料の算定方法と需要予測
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2.2　接続条件の違い

　加入者系光ファイバの接続料は、最大８ユーザーを収容可能な１芯単位でしか設定されていない。他方、DSL回線は1加入者ごとに接続料が設定されている。このように、FTTHとDSLの間には接続の供給条件が異なっている。FTTHにおけるNTT東西と他事業者の接続形態を図表７に示す。
図表７　FTTHサービスにおける接続形態図
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FTTHの場合、競争事業者が採算を取るためには同一配線区域に複数ユーザーの収容が必要となる。収容効率が上がらない限り、競争事業者が負担する接続料金は低下しない。例として、競争事業者が1芯の加入者系光ファイバをNTT東西から接続料を支払って借りた場合を考える。このとき、当該競争事業者が営業活動を行った結果、1ユーザーしか獲得できなかった場合、図表8のとおり、1ユーザーにつき5,074円の接続料を負担することになり、NTT東西と競合するユーザー料金（3,000～4,000円）を設定できない（設定した場合は赤字になる）ことになる。このケースでは、競争事業者は競争的なユーザー料金を設定できない
（若しくは赤字を強いられる）ため、NTT東西に接続料を支払ってサービス提供を行うことに消極的になり、サービスベース競争が進展しないことになる。
他方、DSLでは、1加入者ごとに接続料が設定されているため、上記の問題は起こりえない。FTTHの場合、接続料が1芯単位でしか設定されていないため、競争事業者は顧客の獲得数によっては赤字を強いられるというリスクに直面していると考えられる。
上記のような問題があることから、KDDI、ソフトバンク、イー・アクセス等の競争事業者は、加入者系光ファイバの接続料を1芯単位でなく、1分岐単位で設定することをNTT東西に対して要求している
。もし１分岐での接続が可能になれば、競争事業者は営業活動によって獲得したユーザー数に応じて接続料をNTT東西に対して支払えばよく、上記の赤字リスクは解消されるとともに、実質的に競争事業者が負担する接続料の値下げと同じ効果を持つことになる
。
図表８　FTTHにおけるユーザー数と接続料の関係（図表９の価格を基に作成）
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図表９　 接続料金（月額）の概要（２００５年１月１日からの適用料金）
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2.3　マイグレーションとロックイン効果
第1章でも述べたように、現在、DSLからFTTHへの移行（マイグレーション）が進行しており、今後ブロードバンドサービスはFTTHを中心に普及すると考えられる。マイグレーションを裏付ける資料が図表10である。2006年におけるブロードバンド回線の契約純増数のうち、FTTHがその多くを占め、DSLは純減に転じている。
図表１０　DSLとFTTHの契約純増数の推移
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マイグレーションの際に問題となるのがスイッチングコストである。スイッチングコストとは、顧客が現在利用している製品・サービスから別会社の製品・サービスに乗り換える際に負担しなければならない金銭的、あるいは非金銭的コストであるが、ブロードバンドサービスにおけるスイッチングコストとしては、ユーザーが回線設備を付け替えるための工事費用、契約切り替え中にサービスを利用できないことによる機会費用、モデム及びルータ等の機器取替え費用、ISP変更によるメールアドレス変更に伴う諸費用等が考えられる。そこでDSLからFTTHへのマイグレーションに関して、ユーザーの直面するスイッチングコストを図表11のように整理できる。
図表１１　DSLからFTTHへのマイグレーションにおけるスイッチングコスト比較
	
	スイッチングコスト
	具体的内容

	NTT東西のDSL
↓

NTT東西のFTTH
	少ない
	· 工事に係る費用

· 契約切り替え中にサービスを利用できない機会費用

· 機器取替費用　　　　　　等

	NTT東西のDSL
↓

他事業者のFTTH
	多い
	· メールアドレスの変更

· 工事に係る費用
· 契約切り替え中にサービスを利用できない機会費用

· 機器取替費用　　　　　　等


したがって、NTT東西のDSLユーザーには、スイッチングコストのより少ないNTT東西のFTTHサービスを利用する「ロックイン効果」が発生すると考えられる。
依田(2007)はロックイン効果を実証的に分析しており、NTT東西のロックイン効果は約2,400円と推定している
。すなわち、NTT東西のFTTHへの移行ユーザーは、「NTT東西のDSL→NTT東西のFTTHへの移行」を、「NTT東西のDSL→他事業者のFTTHへの移行」よりも約2,400円高く評価していることを意味する。
現在のブロードバンドサービスの形態としては、ソフトバンクはDSL中心、ケイ・オプティコムはFTTHに特化しており、DSLとFTTH両方を提供しているNTT東西とは一線を画している。依田(2007)は、以上のようなロックイン効果によって、DSLとFTTHの両方を提供するNTT東西が、他の事業者より競争上優位に立つことを指摘している。
依田の指摘に従えば、ロックイン効果はNTT東西のシェア拡大の要因となっている。しかし、ロックイン効果を利用して事業展開を行うことは民間事業者の正当な合理的戦略であり、それ自体が直ちに競争政策上の問題点となるとは言えない。ロックイン効果が他事業者のFTTH市場への参入を実質的に阻止しているとまで考えられるだろうか。必ずしもそのようには考えられない。以下3つの根拠を提示する。
第１に、ロックイン効果により、「NTT東西のADSLからNTT東西のFTTHへの移行」は説明可能である。しかし、ロックイン効果は、「他事業者提供のDSL→NTT東西のFTTHへの移行」を促すものではない。むしろ他事業者のDSL利用者はNTT東西提供のFTTHからロックアウトされている（依田(2007)はロックアウト効果を1,600円と推定
）。
第2に、ロックイン効果によりNTT東西のみが競争上のアドバンテージを有すると言えるのかは疑問がある。DSLとFTTHは代替財であるから、NTT東西にとっては、「NTT東西のDSL→NTT東西のFTTHへの移行」は収入単価が上昇するものの、契約数の純増にはつながらない。他方、例えば競争事業者であるソフトバンクの立場からすれば、「NTT東西のDSL→ソフトバンクのFTTHへの移行」は、シェアの奪取につながり、契約数が純増することになる。この意味では、マイグレーションを背景として、契約数の純増がないNTT東西よりも契約数の純増のある競争事業者の方が、アグレッシブにサービス提供を行うインセンティブを有すると考えられる
。

第3に、ロックイン効果が2,400円程度であるとすれば、他の競争事業者は、初期利用割引等の各種サービスでロックイン効果を無効化することは営業戦略上可能である。かつてのナローバンドからDSLへの移行の際、DSL→FTTHへの移行と同様の文脈で考えれば、NTT東西固定電話→NTT東西提供のフレッツＡDSLというロックイン効果は存在したはずであるが、ソフトバンクは、低廉な月額料金の設定、街頭でのADSLモデムの無料配布及び工事費無料等の活発な営業活動等でDSL市場のシェアを大幅に伸ばし、結果的に30％以上ものシェアの獲得に成功した。ソフトバンクのＡDSLでのシェア拡大は、NTT東西のサービス間のロックイン効果を無効化した実例であると考えられる。
先行研究の指摘するとおり、現状でNTT東西のFTTHシェアが拡大している要因として、マイグレーションを背景としたロックイン効果が考えられる。しかし、サービスベース競争が進展しない要因はロックイン効果に自体にあるというよりは、設備ベース競争が進展する一部の地域を除く多くのFTTH提供区域において、上記で論じた接続料水準や接続条件の構造的な要因により、そもそも競争事業者がFTTHサービスを積極的に提供しておらず、ユーザーにとってNTT東西しか選択肢がないことの方が問題であると考えられる。すなわち、１芯単位から１分岐単位での接続の実施等、競争事業者がFTTHサービスを提供する環境を整備すれば、ソフトバンクのＡDSLでの成功例に見られるように、FTTH市場でも競争事業者がNTT東西のロックイン効果を無効化してシェアを拡大する可能性が生まれるものと考える。
第３章　NTT東西の投資インセンティブ

　何故、NTT東西は光ファイバ敷設に積極的なのだろうか。この問題に関して、２つの不合理が存在すると考えられる。
3.1　2つの不合理

　第１は収支面からの不合理である。第１章で見たように、NTT東西のFTTHサービスでの営業利益は今のところ赤字であり、その赤字額は年々拡大していると推定される。赤字が拡大するFTTHサービスに対してNTT東西が投資を継続することは不合理に映る。

　第２は制度面からの不合理である。やはり第１章で見たように、NTT東西の設置する第１種指定電気通信設備との接続に関して、電気通信事業法は原価に照らして公正妥当な料金等の条件で提供されることを義務付けている。NTT東西は、折角設置した光ファイバ設備を他の事業者が接続を申し込めば行政の認可した条件で接続を行わなければならない。特に、NTT東西は、しばしば光ファイバ設備を第１種指定電気通信設備の対象から外すよう行政に対して働きかけてきた。しかし、第１種指定電気通信設備は各都道府県で50％以上のシェアを有する電気通信回線設備に対して指定されるため、NTT東西が光ファイバ設備を設置すればするほど、行政側が指定を解除する可能性はますます少なくなるということになる。光ファイバ設備を第１種指定電気通信設備から解除したいNTT東西が、光ファイバ設備の構築に積極的なのは非合理であるように見える。
　この収支面からの不合理と、制度面からの不合理の２つに関してどのように合理的に説明できるのであろうか。
3.2　先行研究とその検討
　田尻(2006)
は、NTT東西が開放義務を負うにも関わらず、光ファイバ投資を行った理由について以下３点を挙げている。
(1)　NTTグループが光ファイバへのコミットメントをしていたため
(2)　電力系事業者のFTTH提供により進展する設備ベース競争に勝ち抜くため
(3)　FTTH市場の競争においては、スイッチングコストの存在によりロックイン効果が生じやすく、新規加入者を先に獲得した方が有利であったため
　田尻は、(1) のコミットメントは、NTT（当時）が1990年発表した「VI&P（Visual, Intelligent and Personal Communication Service)構想」（2015年までに全ての家庭・オフィスに光ファイバを敷設することを宣言。）
に始まり、その後、NTTグループは、固定電話加入者数の減少やメタル回線の耐用年数経過、インターネット・プロトコルによる通信の大幅な拡大等を背景に、事業の中心を固定電話からFTTHに移しつつあると指摘する。確かに、VI&P構想は、接続ルールの整備以前の1990年当時からNTT（当時）には光ファイバの投資に関して強い意思があったことを示すものだが、接続ルールの整備後（特に光ファイバ接続料が導入された2001年以降）に、何故そのインセンティブが阻害されなかったのかを説明できない。
　(2)に関しては一考に価する。開放義務という投資に対する負の効果よりも、設備ベース競争に勝利するという投資に対する正の効果が大きかったため、NTT東西は光ファイバ投資のインセンティブを有することとなったとする考え方である。しかしながら、第1章で見たように、設備ベース競争は主に関西圏で進展しており、競争圧力にさらされたNTT西日本が光ファイバ設備投資を熱心に行ったことは説明できても、NTT東日本が光ファイバ投資を行ったことは説明できない。
　なお、図表のグラフは図表5－2をグラフ化したものであるが、NTT西日本は、ケイ・オプティコム等の電力系事業者との対抗上、比較的早期に光ファイバ敷設を進めなければならなかったのに対して、NTT東日本については、設備ベース競争による圧力が働いていなかったため、いわば「マイペース」で光ファイバ投資を年々拡大させていったことが伺える。よって、設備ベース競争は、NTT西日本の光ファイバ投資インセンティブに対して、正の効果は与えたと言えるが、大きな競争圧力に直面しなかったNTT東日本も投資を順調に行っていることから、この要因だけではNTT東西の投資行動を完全には説明できないと考える。
図表１２　NTT東西のアクセス網光化投資額
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　最後に(3)についてだが、FTTH市場において、事業者が一度顧客を獲得すればスイッチングコストが生じるため、ロッキング効果によってその顧客を囲い込むことができる。第2章では、DSLからFTTHへのマイグレーションに伴うロッキング効果について言及したが、FTTHとFTTHの間にもロッキング効果があると考えられる。つまり、FTTHについては、他に上位のサービスが存在しないため、一度NTT東西のFTTHに加入すれば、他の事業者のFTTHに切り替えることは起こりにくくなると考えられる。よって、NTT東西は、他事業者がDSLサービスで激しい競争を繰り広げているうちに、早期にFTTH顧客を獲得して先行者利益を享受するために将来の需要を見越して先行投資を行うと考えることができる。先行者利益に基づく説明は、田尻の指摘するような制度面の不合理（開放義務があるにも関わらず何故投資を行うか）を説明するよりはむしろ、収支面での不合理（赤字なのに何故投資を行うか）をよく説明するように思われる。何故なら、こうした動機に基づく投資行動は、明らかに短期的には赤字でも長期的には黒字になることを期待して行っていると考えられるからである。
3.3　考察と課題
　では、特に光ファイバの開放義務との関係で、NTT東西の光ファイバ投資を説明できることはできないであろうか。我々の説明は、NTT東西の投資インセンティブは、NTT東西が、現状のFTTHに関する接続制度が十分機能していないと評価していることの1つの顕れではないかということである。第２章に見たように、現状の接続ルールは、接続料の水準や８分岐での接続等、供給の構造的な要因により、競争事業者の利用がしにくい状況にある。つまり、現状で加入者系光ファイバの接続がうまく接続事業者に供給されていないことから、NTT東西は、光ファイバを引いても他事業者から利用される可能性は少ないと見て投資インセンティブを損ねていないと考えることができる。逆に言えば、加入者系光ファイバ接続の供給構造が改善されれば、NTT東西の投資インセンティブは落ち込む可能性があると考えられる。
　上記は定性的な説明に過ぎない。この説明を実証するには、今後、加入者系光ファイバの接続に要する他事業者の費用を下げた（接続料の低廉化や1分岐での接続の実現）場合、NTT東西の光ファイバへの投資インセンティブはどれだけ下がるかについて定量的な分析を行うことが必要と考えられ、今後の分析対象の候補の1つとしたい。ただし、その場合、観察不能なインセンティブという従属変数をどのように扱うのかが課題となるであろう。
第４章　今回の分析の政策的な含意と今後の分析の対象
4.1　今回の分析の政策的な含意

　本分析では、FTTH市場でのサービスベースの事業者間競争が進展しない理由、NTT東西の光ファイバへの投資インセンティブの2点に着目して分析を行ってきた。第2章および第3章考察から得られた結果から政策的な含意を再度まとめると以下のように集約することができる。

　
（1）光ファイバの接続料水準はDSLの接続料水準よりも高い。このことはFTTH市場でのサービスベース競争進展を阻害する一因となっていると考えられる。接続料水準は現行よりも低くなるほうがサービスベース競争促進の観点からは望ましいと言える。しかしながら、即時にDSLのような低廉な接続料を設定するのは困難であり、NTTの光ファイバ投資状況及び他事業者とのサービスベース競争の状況を鑑みて、段階的に引き下げる方向を目指していくのが妥当と考えられる。
　なお、2008年度以降の接続料水準は今年度中に総務省の認可のプロセスを経て決定されることとなっている。
（2）光ファイバの現状の1芯8分岐単位での接続条件は、競争事業者にFTTHサービス提供に収支上の大きなリスクを課し、競争事業者が実質的に負担する接続料水準を高止まりさせている要因となっていると考えられる。接続条件が1分岐ごとに変更されることになれば、それら2点を解決できることにより、競争事業者によるFTTHサービス提供の活性化につながる可能性がある。

　なお、この貸出方法をめぐっては、総務省において2010年をめどに行われるNGNの接続ルール設定の際にあわせて議論が行われる予定である。
（3）先行研究によれば、DSLからFTTHへのマイグレーションが進みつつあるなか、ロックイン効果が存在することがNTT東西のFTTH市場での競争上優位性をもたらしている可能性が指摘されている。しかしながら、ロックイン効果を利用して事業展開を行うことは民間事業者の正当な合理的戦略であり、それ自体が直ちに競争政策を進めていく上での問題点となるとは言えない。（NTT東西のシェアの拡大要因とサービスベース競争の阻害要因は別の問題であり、もしロックイン効果にサービスベース競争の阻害要因が見出せる場合には政策介入が必要となってくる。）
（4）以下3つの理由から、ロックイン効果がサービスベース競争の阻害要因となっているとは結論できない。
①　ロックイン効果は、NTT東西のＡDSLからNTT東西のFTTHへの移行を促すが、他事業者DSLからNTT東西への移行は促さない。
②　ロックイン効果により、競争事業者はNTT東西のＡDSL顧客を自社FTTHサービスに取り込もうとするインセンティブを有する（このインセンティブは、NTT東西が自社ＡDSLサービス顧客を自社FTTHサービスへ移行させようとするインセンティブより強い）。
③　先行研究で推計されている水準のロックイン効果であれば、競争事業者による無効化が困難な水準とは言い切れない。
（5）FTTH市場でのサービスベース競争の進展という点を考える際、その不可欠設備を現在構築しているNTT東西の投資インセンティブを考慮に入れることが重要となると考えられる。現時点でサービスベース競争進展を目的として接続ルールの整備を行うことは、NTT東西への光ファイバの投資インセンティブに負の影響を与える可能性がある。その結果として、FTTHサービスの前提となる光ファイバ網の全国的な整備が遅れ、ひいてはFTTHのサービスベース競争の進展も遅れる可能性もあることに留意する必要がある。

4.2　今回の問題分析の課題

　今回の問題分析では上記にまとめた結果となった。一方、本分析での射程外となっている以下3点が課題として挙げられる。

　1点目は、FTTH市場での競争進展を阻害すると考えられる要因と実際の競争状況の関連性についてである。今回の考察では、「競争阻害要因（接続料、貸出方法など）を除去する施策の実施→他事業者によるFTTHサービス提供活性化→サービスベース競争進展」という展開を前提として定性的に議論を進めてきた。しかし、今後は以下の点についてさらなる分析を深めていくことが必要と考えられる。FTTH市場におけるサービスベース競争を阻害している決定的な要因は何か（接続料、接続条件、ロックイン効果、その他要因）、事業者間卸取引での諸要因（接続料・接続条件等）と、FTTH市場における競争状況が実際どのように関連しているか、という点の実証分析が必要となる。

　2点目として、サービスベース競争促進施策とNTT東西の光化投資インセンティブの関係である。サービスベース競争が現状よりも進展しやすい環境となることで、今後のNTT東西の光ファイバへの投資インセンティブが実際にどの程度そがれることになるのかに関して実証的な分析が必要である。

　3点目として、サービスベース競争と設備ベース競争の兼ね合いに関してが挙げられる。本問題分析では主にサービスベース競争にフォーカスした考察を行ってきた。一方、現時点において、西日本と対抗するケイ・オプティコムの存在によって近畿エリアにおいて設備ベース競争が進展しているという事実が存在している。こうした関西とその他の地域での設備ベース競争の進展度合いの相違をどう説明するかも重要な論点となりうる。

また、総務省「新競争促進プログラム2010」等において設備ベースの競争とサービスベースの競争を両輪で進める趣旨が表明されている。一方サービスベース競争と設備ベース競争の間には下記のようなトレードオフが存在すると考えられる。まず、サービスベースの事業者は、NTT東西のネットワークに依存的であると考えられ、もし設備を構築すれば、NTT東西の回線シェアが減少し、NTT東西に対する非対称な接続義務の適用がされなくなると考えるため、自前の設備を新たに持つインセンティブを有さないと考えられる。また、サービスベースの競争が一度進めば、サービスベース事業者は莫大な費用をかけて設備を新たに構築しようとはしない。つまりサービスベース競争の進展はサービスベース事業者の投資インセンティブを削ぐことになり、設備ベース競争の進展を阻むことになる。こうしたトレードオフをどのようにバランスを取っていくべきかという点も政策的論点としては重要と考えられる。

ただ、1.2でも述べたように我々の主関心はサービスベース競争にあり、今回の問題分析もサービスベース競争に関連する要因にフォーカスして考察してきた。したがって、今後の後期「解決策分析」編においては、これら論点は我々がサービスベース競争に関して分析を進めていく上での参考程度にとどめ、主たる分析対象とはしないことを想定している。
4.3　今後の分析の方向性
　最後に、前節での課題を踏まえ、後期「解決策分析編」での分析の方向性について、現在での候補を整理しておく。なお、現時点では詳細な検討を行いきれていないため、今後の検討の結果によって大きく変わる可能性がある。後期の分析においては、どの論点を中心にして政策代替案の分析・評価につなげていくかを早期に絞り、具体的な分析を深めていきたいと考えている。

＜論点案1＞

（1）分析の主対象をサービスベース競争に絞り、何がFTTH市場におけるサービスベース競争を阻害している主要因なのか（接続料、接続条件、ロックイン効果、その他）を特定する。

（2）接続をNTT東西が他事業者に対して提供する財として捉え、どの要素（供給構造）が改善されれば他事業者は接続に対する需要をどの程度増大させるか定量的に分析する。

＜論点案2＞

（1）接続料の低廉化、1分岐での接続実現等による接続供給構造の改善によって、NTT東西の光ファイバへの投資インセンティブはどの程度下がるのか推定する。

（2）その結果、NTT東西の光ファイバ敷設の進展、FTTH市場でのサービスベース競争の進展にどのような影響が生じるかを分析する。

＜論点案3＞

（1）分析の主対象をサービスベース競争に絞り、何がFTTH市場におけるサービスベース競争を阻害している主要因なのか（接続料、接続条件、ロックイン効果、その他）を特定する。

（2）それら要因を政策変数として変化させた際に、FTTH市場での競争状況がどう変化するかシミュレーションする形で分析。その際には、先行論文でのアプローチを援用することを想定している。 具体的には、地域ごとに市場画定（例えば、現在総務省の競争評価で行われているものに沿う）、効用関数を仮定（離散選択モデル）して需要関数を導出、競争モデルと企業行動を仮定して費用関数を導出、政策変数を変化させる前後での供給関数等の変化とそれに伴う均衡点・余剰の変化をみる。 
以　上
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 図表３　FTTH契約者数の事業者別シェアの推移（全体）





 図表２　DSL契約者数の事業者別シェアの推移（全国）





 図表１　ブロードバンドサービスの契約者回線数の推移





 出典：総務省資料より執筆者作成





 出典：総務省資料





 出典：総務省資料








� Digital Subscriber Line の略。電話の加入者回線（メタル回線）を利用して、広帯域のインターネット接続を提供するサービス。上り・下りで通信速度の異なるADSL等、複数の提供形態が存在する。


� Fiber To The Home の略。光ファイバを直接加入者宅へ引き込むことにより、広帯域のインターネット接続を提供するサービス。DSLより優れた点として、電気信号による伝送容量の物理的限界を超え、メタル回線よりもはるかに広帯域な通信が実現できるため、動画配信や高品質のＩＰ電話サービス等付加価値の高いアプリケーションの提供に適していること、収容局からの線路長が長くても伝送損失が少なく、外部からの干渉を受けにくいため安定的なサービス提供が期待できること等が挙げられる。


�　田尻 信行(2006) 「日本におけるブロードバンドの普及要因とアンバンドル規制の役割」早稲田大学大学院GITI/GITS紀要2005-2006、2006年7月, p.226-238は、日本のブロードバンド加入率が大幅に増加したのは2001年末からで加入者増加分の70～80％をDSLが占めていたこと、この時期はまさにソフトバンクのDSL市場参入と同じ時期であり、ソフトバンクはそれまで月額5000～6000円台だった料金を3000円台まで引き下げ、ソフトバンクに追従して他の事業者もDSL事業に参入し競争が加速していったことを指摘している。


�　後述のように、NTT東西には原価に照らし公正妥当な接続料等の条件で不可欠設備を他事業者に対して開放する法的義務がある。


� このような関西圏での設備ベース競争の進展は、関西電力系の電気通信事業者ケイ・オプティコムの存在が大きいと考えられる。


� メタル回線は全国あまねくNTT東西により敷設されており、かつ低廉な接続料で開放されていたため、DSLサービス提供のために自前で設備を引こうとする競争事業者は現れなかった。


�　依田高典〈2007〉「ブロードバンド・エコノミクス」、日本経済新聞社、p65－71


� 例えば、Felix Ho¨ ffler (2007)"Cost and benefits from infrastructure competition. Estimating welfare effects from broadband access competition" Telecommunications Policy 31 (2007) 401–418 	本論文は、ヨーロッパのブロードバンド市場の実証的分析した結果、設備ベース競争による死荷重の減少に比較して2重投資の非効率性の方が大きく、設備ベース競争は社会厚生を改善しないことを結論。





� なお、米国や欧州においても特定の事業者に対して光ファイバの開放は義務付けられていない。


� David. E. Sappington(2005)"On the Irrelrebvance of Input Prices for Make-or-Buy Decisions", The American Economic Review, December 2005,p1631-1638　本論文は、競争事業者は、電気通信設備を敷設するか既存事業者から借りるかの決定（make－or－buy decisions）を接続料(the price of upstream input)の水準とは関係なく効率的に行なうと結論する。


�　依田、前掲、p137


� もっとも、現実には、FTTH需要が弾力的であるからこそ、競争事業者はFTTH値上げを好まず、経営努力によるコスト削減で加入者系光ファイバの接続料を上昇分を可能な限り吸収しようとするであろう。


� 総務省　情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について」（07年3月30日発表）p27によれば、現行のNTT西日本の接続メニューにおいては、局外スプリッタにより４分岐させるタイプのものと８分岐させるタイプのものがある（NTT東日本は８分岐タイプのみ。）。


� 「IP化の進展に対応した競争ルールの在り方に冠する懇談会」検討アジェンダ（案）に関する意見募集におけるNTT西日本の意見書, p9, 2005年11月30日


http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/pdf/051202_1_14.pdf


�　現状では、光ファイバの法定耐用年数は10年であるが、総務省では、加入者系光ファイバ接続料の算定に当たって、法定耐用年数に代え経済的耐用年数を採用することによる減価償却期間の見直しが検討されている。既に、固定電話の接続料を算出する長期増分費用モデルでは、光ファイバ設備の耐用年数は経済的耐用年数を採用している。直近のモデル見直しを行った総務省「長期増分費用モデル研究会」報告書（2007年4月16日公表）（p22）における経済的耐用年数の推定値は、光ファイバ（架空）で１５．１年、光ファイバ（地下）で２１．２年であり、法定耐用年数よりも長い。ただし、加入者系光ファイバ接続料に対する経済的耐用年数の適用については、光ファイバ設備を敷設する電気通信事業者から反対の意見が表明されている。


� 情報通信審議会電気通信事業部会・接続委員会合同公開ヒアリング（第７回）ソフトバンク株式会社説明資料http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/denki_bukai/pdf/061130_1_b.pdf


� 例えば、「Yahoo! BB 光」の月額料金は、戸建て向けでは最も高額な7,432円である。


�　総務省　情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について」（2007年3月30日発表）p27


� 前掲p27によれば、技術上、１分岐での接続料設定のためにはNTT東西と競争事業者のOSU（光信号伝送装置（OLT）の構成単位）の共用が必要になる。NTT東西は、OSU共用による１分岐単位の接続料設定について強く反対している。その理由として、①1ユーザーあたりのコストをいかに引き下げるかは各社の営業効率の問題、②OSU共用はNTT東西と競争事業者のサービススペックの一致を意味するが、将来にわたりNTT東西のサービススペックに競争事業者が合致させることは考えられない、③ネットワーク品質への支障や莫大なネットワーク改造費用に関する問題を挙げている。総務省は、NTT東西へのOSU共用化の義務付けは現時点では適当でないと結論し、今後検討を開始する「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方」で改めて検討を行うこととした（前掲p28－p29）。


� FOE2007（第7回ファイバーオプティクスEXPO：2007年1月開催）におけるソフトバンク基調講演を基に作成。http://bb.watch.impress.co.jp/cda/event/16915.html


� 依田、前掲、p225－229


� 依田、前掲、ｐ228－229


� このような顧客奪取のインセンティブは、FTTH市場では設備ベースの競争が進展している１つの要因と考えることができる。


�　田尻（2006）前掲p236


�　依田(2007)前掲P47は、VI&P構想は、NTT分割論議の副産物であり、NTTが地域ごとに分割されなかったことが、NTT東西の光ファイバ設備の敷設へのインセンティブを与えたと評価している。
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